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は
じ
め
に

　

安
倍
政
権
が
発
足
し
て
一
年
四
カ
月
に
な
ろ
う
と
し
て

い
る
。
こ
の
間
、
北
海
道
に
お
い
て
は
知
事
選
挙
な
ど
大

き
な
自
治
体
選
挙
は
な
く
、
道
民

全
体
の
政
治
的
選
択
肢
は
、
衆
議

院
議
員
選
挙
や
参
議
院
議
員
選
挙

で
示
さ
れ
て
き
た
と
言
っ
て
良
い

だ
ろ
う
。
し
か
し
、
来
年
に
は
、

北
海
道
知
事
選
挙
や
北
海
道
議
会

議
員
選
挙
な
ど
、
自
治
体
政
府
や

北
海
道
の
巨
視
的
な
政
策
選
択
の

あ
り
よ
う
を
道
民
が
考
え
る
べ
き

大
き
な
節
目
が
迫
っ
て
い
る
。
そ

こ
で
、『
北
海
道
自
治
研
究
』で
も
、

広
く
道
民
が
北
海
道
の
過
去
・
現

在
を
見
据
え
て
将
来
を
展
望
す
る

こ
と
に
資
す
べ
く
、「
北
海
道
の

課
題
」
を
考
え
る
特
集
を
組
む
こ

と
と
し
た
。

　

北
海
道
の
未
来
は
、
必
ず
し
も

明
る
い
わ
け
で
は
な
い
。
表
１
に

見
ら
れ
る
よ
う
に
、
予
想
さ
れ
る

二
〇
四
〇
年
の
人
口
は
、
全
国
的
に
も
少
子
化
を
反
映
し

減
少
す
る
。
し
か
し
、
二
〇
一
〇
年
人
口
と
二
〇
四
〇
年

人
口
推
計
と
を
比
較
す
る
と
、
全
国
で
は
約
一
六
％
減
少

す
る
の
に
対
し
て
、
北
海
道
は
約
二
四
％
の
減
少
が
見
込

ま
れ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
北
海
道
の
人
口
減
少
率
が
、

全
国
よ
り
も
大
き
い
。

　

こ
う
し
た
人
口
減
少
は
、
マ
イ
ナ
ス
面
だ
け
を
こ
と
さ

ら
に
あ
げ
つ
ら
う
こ
と
は
で
き
な
い
も
の
の
、
道
内
人
口

の
偏
り
ま
で
視
野
に
入
れ
る
な
ら
ば
、
勢
い
が
弱
体
化
す

る
地
域
が
相
当
程
度
に
出
現
す
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。

　

人
口
減
少
が
生
じ
る
こ
と
を
前
提
と
し
て
、
将
来
の
北

海
道
を
展
望
す
る
の
は
、
困
難
な
作
業
で
も
あ
る
。
疲
弊

し
て
い
る
と
さ
れ
る
北
海
道
経
済
を
ど
の
よ
う
に
活
性
化

し
て
い
け
る
の
か
、
高
齢
者
の
増
加
に
対
応
し
た
地
域
医

療
や
福
祉
を
ど
の
よ
う
に
構
想
す
べ
き
か
、
北
海
道
の
基

幹
産
業
と
さ
れ
る
農
業
・
漁
業
を
ど
の
よ
う
に
展
開
す
べ

き
か
、
近
年
重
視
さ
れ
て
い
る
北
海
道
観
光
の
将
来
像
は

ど
う
あ
る
べ
き
か
、
広
大
な
北
海
道
の
大
地
を
照
ら
す
エ

ネ
ル
ギ
ー
を
ど
の
よ
う
に
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
す
べ
き
か
、
さ

ま
ざ
ま
な
具
体
的
政
策
課
題
が
眼
前
に
あ
る
。
そ
し
て
、

地
方
分
権
や
地
方
自
治
が
一
定
程
度
と
は
い
え
進
展
し
て

き
て
い
る
今
日
、
こ
う
し
た
課
題
解
決
に
向
け
た
道
民
自

身
の
関
わ
り
を
保
障
す
る
仕
組
み
に
つ
い
て
も
考
察
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
地
方
自
治
の
車
の
両
輪
の
片
側
と
さ

れ
る
道
議
会
、
市
町
村
議
会
の
活
性
化
、
逼
迫
す
る
財
政

問
題
も
忘
れ
て
は
な
ら
な
い
課
題
で
あ
る
。

　

こ
れ
ら
の
課
題
に
積
極
的
に
取
り
組
み
、
一
定
の
解
決

の
方
向
性
を
示
す
こ
と
が
、
今
日
の
北
海
道
の
地
方
自
治

に
関
わ
る
首
長
や
議
員
に
求
め
ら
れ
て
い
る
。
本
特
集
で

は
、
各
分
野
の
専
門
家
に
そ
れ
ぞ
れ
の
課
題
を
ど
の
よ
う

に
考
え
る
べ
き
か
を
示
し
て
い
た
だ
く
こ
と
と
し
た
。
ご

協
力
い
た
だ
い
た
執
筆
者
の
方
々
に
は
、
深
く
感
謝
を
申

し
上
げ
る
次
第
で
あ
る
。

　

安
倍
政
権
の
政
策
展
開
と
北
海
道

　

さ
て
、
本
稿
で
は
、
特
集
に
あ
た
っ
て
、
特
に
二
〇
一

二
年
末
に
始
ま
っ
た
安
倍
政
権
の
主
要
政
策
が
北
海
道
に

与
え
る
影
響
を
考
察
し
て
み
た
い
。
と
り
わ
け
、
民
主
党

政
権
と
交
代
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
安
倍
政
権
が
引
き
継

い
だ
政
策
と
、
完
全
な
方
向
転
換
を
行
っ
た
と
言
え
る
政

策
と
に
つ
い
て
検
討
し
た
い
。

　

引
き
継
が
れ
た
政
策
で
最
大
の
も
の
は
消
費
税
増
税
で

あ
る
と
言
え
る
。
そ
し
て
、
完
全
な
方
向
転
換
の
最
大
の

も
の
は
原
子
力
発
電
の
継
続
で
あ
る
と
言
え
る
。
こ
の
二

つ
の
政
策
の
ど
ち
ら
も
、
北
海
道
に
と
っ
て
は
重
要
な
影

響
を
及
ぼ
す
も
の
と
言
っ
て
良
い
。
主
に
こ
の
二
つ
の
政

策
が
北
海
道
に
及
ぼ
す
影
響
を
考
察
し
て
み
た
い
。

　

福
島
を
忘
れ
た
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
」

　

関
係
が
わ
か
り
や
す
い
の
は
、
原
子
力
発
電
の
継
続
、

よ
り
正
確
に
言
え
ば
、
電
力
供
給
を
原
子
力
発
電
に
頼
り

「
北
海
道
の
課
題
」特
集
に
あ
た
っ
て

安
倍
政
権
の
主
要
政
策
の
影
響
を
中
心
に

　

佐　

藤　

克　

廣

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

全　国

北海道

128,057

5,506

125,430

5,361

124,100

5,178

120,659

4,960

116,618

4,719

112,124

4,462

107,276

4,190

表１　全国と北海道の人口推計　　　　　　　　　　　　　　　　（千人）

出典：国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口(平成25(2013)年３月推計)

　　　―平成22(2010)～52(2040)年―』(2013年３月)14頁より作成。
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続
け
る
と
し
た
安
倍
内
閣
に
よ
る
政
策
転
換
の
方
で
あ
ろ

う
。
安
倍
内
閣
の
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
」
の
政
府
案

は
、二
〇
一
四
年
二
月
二
五
日
に
公
表
さ
れ
た
。
そ
の
後
、

自
民
・
公
明
両
党
の
協
議
を
経
て
、
四
月
一
一
日
に
閣
議

決
定
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
」
で

は
、
発
電
コ
ス
ト
が
安
く
、
昼
夜
を
問
わ
ず
安
定
し
て
電

力
供
給
が
可
能
だ
と
し
て
原
子
力
発
電
を
「
エ
ネ
ル
ギ
ー

需
給
構
造
の
安
定
性
に
寄
与
す
る
重
要
な
ベ
ー
ス
ロ
ー
ド

電
源
」
と
位
置
づ
け
て
い
る
。
こ
の
た
め
、
安
全
性
が
確

認
さ
れ
た
も
の
は
再
稼
働
を
進
め
る
と
し
て
い
る
（『
朝

日
新
聞
』
二
〇
一
四
年
四
月
一
二
日
等
各
紙
報
道
参
照
）。

　

原
子
力
発
電
が
、
安
全
で
あ
る
か
ど
う
か
、
コ
ス
ト
が

安
い
か
ど
う
か
、
筆
者
が
自
身
で
詳
細
に
検
討
す
る
こ
と

は
で
き
な
い
。
し
か
し
、
安
全
で
あ
る
と
す
る
議
論
と
安

全
で
は
な
い
と
す
る
議
論
と
を
比
較
し
て
み
る
と
、
日
本

の
原
子
力
発
電
所
は
、
安
全
で
は
な
い
と
す
る
議
論
に
明

ら
か
に
説
得
力
が
あ
る
。
コ
ス
ト
面
に
つ
い
て
も
、
安
い

と
す
る
議
論
と
安
く
な
い
と
す
る
議
論
と
を
比
較
し
て
み

る
と
、
日
本
の
原
子
力
発
電
の
コ
ス
ト
は
安
く
な
い
と
す

る
議
論
に
、
や
は
り
、
明
ら
か
に
説
得
力
が
あ
る
。
二
〇

一
一
年
三
月
以
前
で
さ
え
、
そ
う
で
あ
っ
た
。
二
〇
一
一

年
三
月
一
一
日
一
四
時
四
六
分
に
発
生
し
た
東
日
本
大
震

災
は
、
日
本
の
原
子
力
発
電
が
、
安
全
で
も
な
く
、
コ
ス

ト
も
安
く
な
い
こ
と
を
、
紛
れ
も
な
い
「
証
拠
」
と
し
て

突
き
つ
け
た
と
言
え
る
。
に
も
関
わ
ら
ず
、
十
年
一
日
の

ご
と
く
、「
安
全
神
話
」
を
墨
守
す
る
勢
力
が
あ
り
、
さ

ら
に
は
、
そ
れ
を
閣
議
決
定
ま
で
し
て
し
ま
う
こ
と
に
暗

澹
た
る
思
い
が
尽
き
な
い
。

　

大
間
原
子
力
発
電
所
建
設
差
し
止
め
訴
訟
と

　

 

「
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
」

　

こ
の
政
策
の
大
改
悪
転
換
は
、
北
海
道
に
も
重
要
な
影

響
を
及
ぼ
す
。
建
設
中
の
原
子
力
発
電
所
か
ら
三
〇
キ
ロ

圏
内
に
あ
り
な
が
ら
、
ま
っ
た
く
計
画
に
関
与
で
き
ず
、

説
明
さ
え
ろ
く
に
受
け
る
こ
と
の
で
き
な
か
っ
た
函
館
市

は
、
市
議
会
議
決
を
経
て
、
Ｊ
パ
ワ
ー
と
国
を
相
手
取
り
、

大
間
原
発
の
建
設
差
し
止
め
を
求
め
る
訴
訟
を
、
四
月
三

日
東
京
地
裁
に
提
起
し
た
。
三
〇
キ
ロ
と
言
っ
て
も
、
他

の
多
く
の
原
子
力
発
電
所
の
場
合
と
異
な
り
、
大
間
原
発

と
函
館
市
と
の
間
に
は
遮
る
林
も
山
も
何
も
な
い
。
筆
者

も
函
館
市
役
所
展
望
階
か
ら
見
え
る
大
間
原
発
の
工
事
現

場
に
慄
然
と
し
た
経
験
が
あ
る
。
旅
客
機
の
窓
か
ら
見
て

も
、
大
間
岬
と
函
館
市
と
の
間
は
、
指
呼
の
間
と
し
か
呼

べ
な
い
程
度
の
距
離
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
函
館
市
の

決
断
は
、
賞
賛
す
べ
き
と
い
う
よ
り
も
、
市
民
の
安
全
を

守
る
も
の
と
し
て
当
然
の
も
の
で
あ
っ
た
と
言
え
る
。
原

子
力
発
電
を
二
〇
一
一
年
三
月
一
一
日
以
前
と
同
様
に
稼

働
さ
せ
よ
う
と
す
る
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
」
で
は
な

く
、
原
子
力
発
電
所
の
停
止
、
少
な
く
と
も
削
減
を
目
指

す
計
画
が
閣
議
決
定
さ
れ
た
な
ら
ば
、
こ
の
訴
訟
は
、
あ

る
い
は
提
起
す
る
必
要
の
な
い
も
の
で
あ
っ
た
か
も
し
れ

な
い
。

　

北
海
道
電
力
の
赤
字
原
因
は

　

泊
原
子
力
発
電
所
停
止
な
の
か

　

も
ち
ろ
ん
、
泊
原
子
力
発
電
所
の
再
稼
働
問
題
も
忘
れ

て
は
な
ら
な
い
。
安
全
審
査
は
頓
挫
し
て
い
る
よ
う
に
見

え
、近
い
将
来
に
稼
働
す
る
見
込
み
は
な
さ
そ
う
で
あ
る
。

北
海
道
電
力
は
、
泊
原
子
力
発
電
所
が
停
止
し
て
い
る
こ

と
に
よ
り
、
日
本
政
策
投
資
銀
行
に
優
先
株
を
五
〇
〇
億

円
購
入
し
て
も
ら
う
資
本
支
援
を
検
討
し
て
い
る
と
い
う

（『
朝
日
新
聞
』
電
子
版
二
〇
一
四
年
四
月
一
日
）。
さ
ら

に
は
、
泊
原
子
力
発
電
所
の
運
転
停
止
に
伴
い
赤
字
が
か

さ
む
た
め
、
二
〇
一
五
年
三
月
期
に
社
債
を
一
〇
〇
〇
億

円
発
行
す
る
と
い
う
（『
日
本
経
済
新
聞
』
電
子
版
二
〇
一

四
年
四
月
一
一
日
）。

　

各
紙
と
も
、
基
調
と
し
て
は
、
泊
原
子
力
発
電
所
の
停

止
の
影
響
を
印
象
づ
け
て
い
る
。
し
か
し
、『
日
本
経
済

新
聞
』
と
異
な
り
、『
朝
日
新
聞
』
は
「
海
外
か
ら
輸
入

し
て
い
る
液
化
天
然
ガ
ス
な
ど
の
燃
料
費
が
円
安
に
よ
っ

て
値
上
が
り
し
た
た
め
経
営
が
悪
化
し
た
」
と
、
北
海
道

電
力
の
経
営
赤
字
の
原
因
を
記
載
し
て
い
る
。「
燃
料
費

が
円
安
に
よ
っ
て
値
上
が
り
し
た
」
こ
と
が
原
因
な
ら
、

円
安
に
よ
っ
て
輸
入
さ
れ
る
ウ
ラ
ン
燃
料
も
値
上
が
り
す

る
は
ず
で
あ
る
。
実
際
の
と
こ
ろ
〝
安
い
〟
ウ
ラ
ン
燃
料

は
国
産
で
き
ず
、
輸
入
に
頼
ら
ざ
る
を
得
な
い
の
で
あ
る

か
ら
、
円
安
が
ウ
ラ
ン
燃
料
の
購
入
に
は
影
響
し
な
い
と

い
う
こ
と
は
あ
り
得
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
原
子
力
発
電

所
が
稼
働
し
て
い
な
い
こ
と
だ
け
を
経
営
悪
化
の
原
因
と

す
る
の
は
、
ミ
ス
リ
ー
ド
で
あ
ろ
う
。

　

い
ず
れ
に
し
て
も
、
北
海
道
の
電
気
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
今

後
ど
の
よ
う
な
発
電
に
よ
っ
て
確
保
す
る
の
か
は
、
北
海

道
の
重
要
課
題
の
一
つ
で
あ
る
。
北
海
道
の
自
治
体
選
挙

に
お
い
て
も
、
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
活
用
を
図
る
方
向
性

を
候
補
者
が
ど
れ
だ
け
打
ち
出
せ
る
か
が
、
有
権
者
の
重

要
な
判
断
材
料
に
な
る
は
ず
で
あ
る
。
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消
費
税
増
税
に
お
け
る
地
方
へ
の
配
分
割
合

　

政
権
交
代
で
も
変
化
し
な
か
っ
た
消
費
税
増
税
の
北
海

道
へ
の
影
響
は
ど
う
で
あ
ろ
う
か
。
一
般
に
は
、単
に「
消

費
税
は
五
％
か
ら
八
％
に
増
税
さ
れ
た
」
と
さ
れ
る
が
、

実
際
に
は
、
国
の
消
費
税
率
と
地
方
消
費
税
率
と
が
そ
れ

ぞ
れ
変
更
さ
れ
て
い
る
。

　

地
方
消
費
税
に
関
し
て
は
、
一
％
（
課
税
単
位
で
あ
る

消
費
税
四
％
の
一
〇
〇
分
の
二
五
）
だ
っ
た
も
の
が
、
二

〇
一
四
年
四
月
一
日
か
ら
一
・
七
％
（
消
費
税
の
六
三
分

の
七
）、
二
〇
一
五
年
一
〇
月
一
日
か
ら
二
・
二
％
（
同
七

八
分
の
二
二
）
に
引
き
上
げ
る
こ
と
が
、「
地
方
消
費
税

増
税
関
係
改
正
法
」
で
定
め
ら
れ
て
い
る
（
二
〇
一
五
年

一
〇
月
か
ら
の
消
費
税
引
き
上
げ
に
つ
い
て
は
、
今
後
内

閣
が
判
断
す
る
）。
ま
た
、
引
き
上
げ
分
の
自
治
体
へ
の

配
分
は
、
こ
れ
ま
で
と
異
な
り
、
全
額
人
口
に
よ
っ
て
按

分
す
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
国
の
消
費
税
の
う

ち
地
方
交
付
税
分
に
つ
い
て
は
、
従
来
の
法
定
率
二
九
・
五

％
を
、
二
〇
一
四
年
四
月
一
日
か
ら
二
二
・
三
％
、
二
〇
一

六
年
四
月
一
日
か
ら
一
九
・
五
％
へ
と
引
き
下
げ
る
改
正

と
な
っ
て
い
る
（
途
中
、
法
定
率
を
二
〇
・
八
％
と
す
る

期
間
が
あ
る
）。

　

消
費
税
増
税
の
影
響

　

消
費
税
全
般
の
増
税
は
、役
所
が
調
達
す
る
各
種
物
品
・

サ
ー
ビ
ス
へ
の
増
税
が
、
新
た
な
負
担
と
な
る
（『
北
海

道
新
聞
』
二
〇
一
三
年
一
〇
月
二
日
）。
加
え
て
、
増
大

し
続
け
る
社
会
保
障
関
係
経
費
の
負
担
も
、
財
政
制
約
要

因
と
し
て
の
し
か
か
っ
て
く
る
で
あ
ろ
う
。
地
方
消
費
税

増
税
に
よ
る
予
算
編
成
拡
大
を
見
込
む
こ
と
も
難
し
い
の

で
、
各
自
治
体
は
、
実
質
的
な
歳
出
の
削
減
を
さ
ら
に
続

け
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
だ
ろ
う
。

　

仮
に
経
済
対
策
と
し
て
国
の
公
共
事
業
費
が
増
加
し
た

と
し
て
も
、
地
方
側
の
い
わ
ゆ
る
「
裏
負
担
」
を
ど
の
よ

う
に
填
補
す
る
の
か
、ま
た
、「
制
度
と
し
て
確
立
さ
れ
た
」

年
金
・
医
療
・
介
護
・
少
子
化
対
策
の
「
社
会
保
障
四
経

費
」
と
そ
れ
に
「
則
っ
た
」
経
費
以
外
の
、
社
会
保
障
関

連
地
方
単
独
事
業
費
を
ど
う
工
面
す
る
の
か
（
従
来
の
地

方
消
費
税
一
％
分
は
、
社
会
保
障
財
源
化
を
行
わ
な
い
も

の
と
さ
れ
て
い
る
）、
地
方
財
政
計
画
が
今
後
ど
の
よ
う

に
な
る
の
か
、
見
通
し
は
難
し
い
。

　

国
の
消
費
税
の
う
ち
地
方
交
付
税
分
の
割
合
は
、
消
費

税
増
税
に
伴
い
減
少
す
る
が
、
地
方
交
付
税
に
回
る
割
合

は
、
微
増
（
一
・
一
八
％
か
ら
一
・
五
二
％
へ
）
す
る
し
、

配
分
額
も
増
加
す
る
。
し
か
し
、
地
方
消
費
税
増
税
分
と

あ
わ
せ
て
も
、
消
費
税
体
系
全
体
に
占
め
る
地
方
分
の
割

合
は
減
少
す
る
。

　

従
来
は
、
消
費
税
五
％
全
体
に
し
め
る
地
方
分
の
割
合

は
、
四
三
・
六
％
と
な
っ
て
い
た
。
二
〇
一
四
年
四
月
か

ら
は
、
消
費
税
全
体
八
％
に
対
す
る
割
合
は
、三
八
・
八
一
％

に
減
少
す
る
。
さ
ら
に
二
〇
一
五
年
一
〇
月
か
ら
予
定
通

り
増
税
さ
れ
る
と
す
る
と
、
消
費
税
一
〇
％
全
体
に
占
め

る
地
方
分
の
割
合
は
、
三
七
・
二
〇
％
に
減
少
す
る
。

　

消
費
税
増
税
と
派
遣
労
働
の
増
加

　

消
費
税
増
税
は
、
ま
た
、
正
規
労
働
者
の
減
少
と
派
遣

労
働
の
増
加
を
も
た
ら
す
可
能
性
が
あ
る
こ
と
も
指
摘
さ

れ
て
い
る
（『
東
京
新
聞
』
二
〇
一
三
年
一
〇
月
二
四
日
）。

企
業
の
消
費
税
は
、仕
入
税
額
控
除
方
式
で
計
算
さ
れ
る
。

控
除
さ
れ
る
仕
入
れ
高
に
は
、
家
賃
や
交
通
費
、
製
品
や

サ
ー
ビ
ス
を
供
給
す
る
た
め
に
使
わ
れ
た
原
材
料
費
等
が

含
ま
れ
る
が
、
人
件
費
は
含
ま
れ
な
い
。
と
こ
ろ
が
、
正

規
社
員
を
派
遣
労
働
者
に
置
き
換
え
る
と
、
派
遣
会
社
か

ら
の
仕
入
れ
と
み
な
さ
れ
、
控
除
対
象
と
な
る
。

　

国
税
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（https://www.nta.go.jp/shiraberu/

zeiho-kaishaku/shitsugi/shohi/02/08.htm

）
で
も
、「
労
働
者

の
派
遣
を
受
け
る
会
社
と
そ
の
会
社
に
派
遣
さ
れ
て
く
る

労
働
者
と
の
間
に
、
雇
用
関
係
が
な
い
と
認
め
ら
れ
る
場

合
（
出
向
の
場
合
は
、
出
向
先
と
出
向
社
員
と
の
間
に
雇

用
契
約
関
係
が
生
じ
る
）
に
は
、
当
該
労
働
者
の
派
遣
を

受
け
る
会
社
が
支
出
す
る
金
銭
は
、
労
働
者
派
遣
法
の
適

用
の
あ
る
労
働
者
の
派
遣
に
係
る
対
価（
労
働
者
派
遣
料
）

で
あ
り
、
給
与
に
該
当
し
な
い
こ
と
か
ら
、
消
費
税
の
課

税
の
対
象
と
な
り
、
当
該
対
価
を
支
払
っ
た
事
業
者
は
、

仕
入
税
額
控
除
が
で
き
る
こ
と
と
な
り
ま
す
（
消
費
税
法

基
本
通
達
５

－

５

－

11
）」
と
明
記
さ
れ
て
い
る
。

　

簡
単
に
言
え
ば
、
消
費
税
納
入
義
務
が
あ
る
企
業
は
、

正
社
員
を
派
遣
労
働
者
に
置
き
換
え
る
と
、
仕
入
税
額
控

除
に
組
み
入
れ
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
り
、
実
際
に

支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
消
費
税
が
減
額
さ
れ
る
。
つ

ま
り
、
儲
け
が
増
え
る
こ
と
に
な
る
。
派
遣
会
社
側
が
派

遣
先
に
消
費
税
増
税
を
転
嫁
し
た
価
額
で
派
遣
し
、
消
費

税
を
納
め
る
な
ら
ば
、
国
庫
に
入
る
税
額
は
論
理
的
に
は

変
わ
ら
な
い
こ
と
に
な
る
。
だ
が
果
た
し
て
派
遣
会
社
が

派
遣
費
の
増
額
を
簡
単
に
受
け
入
れ
て
も
ら
え
る
だ
ろ
う

か
。

　

二
〇
一
四
年
三
月
一
一
日
に
閣
議
決
定
さ
れ
国
会
に
提

出
さ
れ
た
労
働
者
派
遣
法
改
正
案
が
成
立
す
る
と
、
派
遣
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会
社
へ
の
規
制
は
や
や
強
化
さ
れ
る
も
の
の
、
人
を
変
え

れ
ば
、
す
べ
て
の
業
種
で
三
年
を
超
え
て
派
遣
労
働
者
を

受
け
入
れ
る
こ
と
が
可
能
と
な
る
。
に
も
か
か
わ
ら
ず
、

改
正
案
で
は
団
体
交
渉
権
な
ど
の
派
遣
労
働
者
の
権
利
は

な
い
が
し
ろ
に
さ
れ
た
（『
朝
日
新
聞
』
二
〇
一
四
年
三

月
二
二
日
）。
派
遣
会
社
側
が
、
派
遣
労
働
者
の
賃
金
を

抑
え
て
、
派
遣
先
確
保
競
争
に
走
ら
な
い
と
い
う
保
障
は

な
い
。

　

消
費
税
増
税
と
企
業
の
競
争
力

　

消
費
税
増
税
も
労
働
者
派
遣
法
改
正
も
、
法
人
実
効
税

率
の
引
き
下
げ
な
ど
と
並
ん
で
、
安
倍
総
理
大
臣
の
い
う

「
日
本
は
、
世
界
で
一
番
企
業
が
活
躍
し
や
す
い
国
」（
二

〇
一
三
年
一
〇
月
一
五
日
第
一
八
五
国
会
「
施
政
方
針
」）

を
目
指
す
政
策
の
一
環
で
あ
る
。
消
費
税
は
、
法
人
税
と

異
な
り
、
赤
字
の
企
業
等
で
も
納
税
義
務
が
あ
る
。
し
た

が
っ
て
、
余
力
の
あ
る
大
企
業
も
、
中
小
企
業
も
、
正
規

社
員
を
削
減
し
、
派
遣
労
働
者
に
差
し
替
え
て
税
額
を
減

ら
す
よ
う
〝
努
力
〟
を
す
る
こ
と
に
な
る
。
つ
ま
り
低
賃

金
労
働
が
蔓
延
し
、
海
外
に
対
す
る
企
業
の
競
争
力
は
、

い
っ
そ
う
増
す
か
の
よ
う
に
見
え
る
。

　

し
か
し
、
消
費
税
は
、
い
わ
ゆ
る
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
な

ど
の
小
規
模
会
社
の
設
立
を
難
し
く
す
る
。
当
初
の
資
本

投
下
で
企
業
体
力
が
な
い
う
ち
で
も
消
費
税
を
納
税
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
か
ら
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
安
倍
政
権

の
政
策
は
、
既
存
企
業
に
と
っ
て
は
有
利
か
も
し
れ
な
い

が
、
新
規
参
入
を
図
ろ
う
と
す
る
ベ
ン
チ
ャ
ー
に
二
の
足

を
踏
ま
せ
る
可
能
性
が
あ
る
。
産
業
の
新
陳
代
謝
と
い
う

べ
き
も
の
が
進
ま
な
く
な
る
可
能
性
も
あ
る
の
で
あ
る
。

　

消
費
税
増
税
と
Ｔ
Ｐ
Ｐ

　

消
費
税
増
税
や
労
働
者
派
遣
法
の
改
正
は
、
特
に
北
海

道
だ
け
に
影
響
し
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
よ
う
に
見
え

る
。
し
か
し
な
が
ら
、
こ
れ
ら
が
、
主
と
し
て
ア
メ
リ
カ

と
の
Ｔ
Ｐ
Ｐ
交
渉
に
影
響
を
与
え
る
と
し
た
ら
、
ど
う
で

あ
ろ
う
か
。

　

消
費
税
は
、
海
外
へ
の
輸
出
企
業
に
と
っ
て
は
、
益
税

の
よ
う
に
な
る
。
消
費
税
な
ど
の
付
加
価
値
税
は
、
海
外

と
の
取
り
引
き
に
お
い
て
は
当
該
製
品
等
を
消
費
す
る
国

が
徴
収
す
る
こ
と
に
な
っ
て
お
り
、
二
重
課
税
を
防
ぐ
た

め
、
生
産
国
に
お
い
て
は
生
産
企
業
の
消
費
税
を
免
税
す

る
た
め
で
あ
る
。
消
費
税
を
導
入
し
て
い
な
い
国
か
ら
み

れ
ば
、
消
費
税
な
ど
付
加
価
値
税
は
、
い
わ
ゆ
る
非
関
税

障
壁
の
様
相
を
呈
す
る
こ
と
に
な
る
。
消
費
税
非
導
入
国

は
、
自
国
製
品
を
消
費
税
導
入
国
に
輸
出
す
る
と
消
費
税

を
上
乗
せ
し
た
高
い
価
格
で
販
売
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

逆
に
、
消
費
税
導
入
国
か
ら
輸
入
さ
れ
る
製
品
は
、
税
額

が
控
除
さ
れ
、
優
遇
さ
れ
た
安
い
価
格
で
自
国
で
販
売
さ

れ
る
こ
と
に
な
る
。
こ
れ
で
は
、
消
費
税
非
導
入
国
は
、

公
正
な
競
争
が
で
き
な
い
で
は
な
い
か
と
感
ず
る
こ
と
に

な
る
だ
ろ
う
。

　

ア
メ
リ
カ
は
、
消
費
税
に
あ
た
る
付
加
価
値
税
を
採
用

し
て
い
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
日
本
が
消
費
税
を
増
税
す

る
な
ら
、
そ
れ
は
非
関
税
障
壁
を
さ
ら
に
上
げ
て
き
た
よ

う
に
見
え
る
こ
と
に
な
る
。
五
％
な
ら
と
も
か
く
、
こ
れ

を
さ
ら
に
一
〇
％
に
上
げ
る
と
な
れ
ば
、
従
来
の
二
倍
の

障
壁
を
作
っ
て
き
た
と
捉
え
ら
れ
る
で
あ
ろ
う
。
当
然
な

が
ら
、ア
メ
リ
カ
は
、自
国
経
済
・
自
国
企
業
を
守
る
た
め
、

他
の
部
分
で
の
関
税
撤
廃
等
、
ア
メ
リ
カ
産
業
界
に
と
っ

て
有
利
と
な
る
政
策
を
、
消
費
税
増
税
に
よ
る
非
関
税
障

壁
上
昇
に
見
合
う
程
度
に
、
あ
る
い
は
、
そ
れ
以
上
に
採

用
す
る
よ
う
日
本
政
府
に
働
き
か
け
る
こ
と
に
な
る
。
つ

ま
り
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
お
い
て
、
ア
メ
リ
カ
は
日
本
に
対
し
て

強
硬
な
関
税
撤
廃
を
要
求
す
る
（
あ
る
い
は
し
て
い
る
）

可
能
性
が
高
い
こ
と
に
な
る
（
岩
本
沙
弓
『
ア
メ
リ
カ
は

日
本
の
消
費
税
を
許
さ
な
い
』（
文
春
新
書
、二
〇
一
四
年
）

参
照
。
で
は
な
ぜ
ア
メ
リ
カ
も
対
抗
措
置
と
し
て
付
加
価

値
税
を
導
入
し
な
い
の
か
に
つ
い
て
も
、
本
書
は
ア
メ
リ

カ
公
文
書
の
分
析
を
通
じ
て
論
じ
て
い
る
）。

　

Ｔ
Ｐ
Ｐ
は
、
交
渉
次
第
に
よ
っ
て
は
、
北
海
道
の
基
幹

産
業
と
さ
れ
る
農
林
漁
業
に
そ
れ
ほ
ど
悪
影
響
を
与
え
な

い
よ
う
に
決
着
す
る
こ
と
も
可
能
か
も
し
れ
な
い
。
し
か

し
、
消
費
税
増
税
に
対
抗
し
て
ア
メ
リ
カ
が
強
く
日
本
の

関
税
障
壁
を
攻
撃
し
て
く
る
な
ら
ば
、
そ
し
て
、
消
費
税

増
税
や
日
本
の
輸
出
企
業
の
保
護
を
日
本
の
内
閣
が
最
優

先
課
題
と
す
る
な
ら
ば
、
北
海
道
経
済
は
、
さ
ら
に
惨
憺

た
る
状
況
に
導
か
れ
る
か
も
し
れ
な
い
。
も
ち
ろ
ん
、
こ

れ
が
杞
憂
で
あ
る
こ
と
を
祈
っ
て
い
る
も
の
の
、
こ
う
し

た
課
題
も
や
は
り
、
次
の
北
海
道
自
治
体
選
挙
に
お
け
る

大
き
な
争
点
と
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
で
あ
ろ
う
。

＜

さ
と
う　
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つ
ひ
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・
北
海
学
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学
教
授
＝
当
研
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所
理
事
長＞


